
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 第 2 令和５年度(2023年度)下半期に 

おける補正予算の状況 
 

 

 

 

 

補正予算とは、当初予算の調製後に生じた事由に基づいて、既定の予

算に追加、減額及びその他の変更を加えるものです。 

令和５年度（2023 年度）下半期においては、12 月定例会、２月定例

会に補正予算案を提出し、令和５年（2023 年）12 月 19 日、令和６年（2024

年）３月４日にそれぞれ議決されました。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第 2 令和５年度（2023 年度）下半期における補正予算の

状況 
 

  令和５年度（2023 年度）の一般会計の最終予算額は、令和４年度（2022 年度）と比較

しますと、391億19百万円、3.0％の減少となります。 

  なお、補正予算の歳入歳出の詳細は、付表4（38～40ページ）のとおりです。 

＜一般会計及び特別会計の各補正における予算規模及び最終予算額＞ 

         （単位：百万円） 

区分 
9月補正後 

現計予算額 

12 月 

補正額 

２ 月 

補正額 

令和５年度 

最終予算額 

一般会計 950,456  54,113  ▲31,239  973,330  

特別会計 319,869  1 ▲8,230  311,639  

合計 1,270,325  54,113  ▲39,469  1,284,969  

※ 各項目についての計数は、表示単位未満を四捨五入したものであり、その内訳は合計と合致し 

ない場合があります。 

 

1 一般会計 

①12月補正予算（54,113百万円） 

財源[地方交付税2,164百万円、分担金及び負担金1,203百万円、国庫支出金27,981

百万円、寄附金783百万円、繰入金4,770百万円、繰越金1,844百万円、諸収

入191百万円、県債15,177百万円] 

       

  ◇補正内容（主なもの） 

 （１）熊本地震からの創造的復興                             

・平成28年熊本地震復興基金交付金         ４，７５０百万円 

    ・益城町における土地区画整理事業等の推進         １２５百万円 

 

（２）国の経済対策への対応                        

      ・防災・減災、国土強靱化等の推進        ３１，７５４百万円 

 

（３）経済対策に合わせた独自の地域活性化策                

      ・生活者への支援                 １，１７９百万円 

     ・事業者への支援                 ４，６０４百万円 

 

 



 

②２月補正予算（▲31,239百万円） 

財源[県税▲2,429百万円、地方消費税清算金▲4,111百万円、地方譲与税3,853百

万円、地方特例交付金47百万円、地方交付税5,693百万円、交通安全対策特

別交付金▲39 百万円、分担金及び負担金▲164 百万円、使用料及び手数料 18

百万円、国庫支出金▲34,685百万円、財産収入37百万円、寄附金84百万円、

繰入金▲25,577百万円、繰越金12,776百万円、諸収入▲726百万円、県債13,985

百万円] 

       

  ◇補正内容（主なもの） 

（１）国の経済対策への対応                                                  

    ・直轄災害復旧事業負担金               １０，０４４百万円 

     ・熊本県公立学校情報機器整備基金積立金        ３，０２１百万円 

・なりわい再建支援事業                 ２，７９０百万円 

 

（２）経済対策に合わせた独自の地域活性化策                                  

  ・攻めの園芸緊急生産対策事業               １２５百万円 

     ・中小企業ＤＸ推進事業補助金                １０６百万円 

     ・地域一体となった宿泊事業者物価高騰等対策支援事業    １００百万円 

 

2 特別会計 

特別会計の最終予算は、下半期において、総額82億29百万円の減額補正をした結果、

3,116億39百万円となり、前年度に比べ47億8百万円、1.5％の減額となります。 

    なお、下半期における各特別会計の予算額は、付表5（41ページ）のとおりです。 


